
 

o 2025 年 4 月のタイの輸出は、前年同月比 10.2％増を記録したが、2025 年第 1 四半期の 15.2％増

に比べ鈍化する結果となった。これには以下の要因が考えられる（図 1）。 

 米国貿易政策を巡る不透明感が続く中、タイの輸出は出荷の加速が引き続き下支えとなった。ほ

ぼ全ての仕向国に対して輸出は拡大し、特に米国向けは顕著であった。2025 年初頭からのタイの

輸出に占める米国向けの割合は 19.5％と、前年の 18.3％から上昇している。 

 タイの輸出は以下の主要製品に支えられている： 

①コンピュータおよびその部品（ハードディスクドライブ（HDD）を含む） 

②集積回路（IC） 

③粗金 

これらの 3 製品を除くと、4 月のタイの輸出増加は 1％未満に留まった。電子機器の輸出は、業界

サイクルの変動の影響を受け、既にピークに達した可能性があり、今後数ヶ月間で減速する可能

性がある。 

 一方で農業輸出は前年同期比 19.6％減少となった。 

これは主に果物輸出の減少が要因で、特に通常は 4 月の輸出を牽引する新鮮なドリアンが、供給

過剰による価格圧力と、中国が導入したドリアン輸入における安全基準の厳格化が要因となり、

2025 年 4 月は前年同期比 43.5％の減少を記録した。 

図 1：タイの輸出は限定的な主要製品に依存 
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2025年 6月号 タイ経済最新情報 



o 米国が関税引き上げを 90 日間凍結したにもかかわらず、5 月から 6 月にかけてのタイの輸出成長

ペースは鈍化すると見込まれる。その結果、タイの 2025 年第 2 四半期の輸出拡大は 10％未満に留

まり、2025 年第 1 四半期に比べ、その成長率は低下する見込みである。 

 過去 4 ヶ月間において既に大量の出荷が前倒しで行われたため、米国の関税引き上げにおける 90 日間

の猶予措置が、タイの輸出に与える影響は、限定的になる可能性がある。一方、4 月からタイ製品が米

国基準関税 10％の対象となっていることや、タイと米国の貿易交渉における継続的な不確実性によっ

て、タイの港からの船舶の出発数は、5 月にピークに達した後に減少している（図 2）。しかし、2025

年 5 月初旬の米中貿易合意により、90 日間の関税引き下げ期間が終了する前に、タイから中国への中

間財輸出が加速する可能性がある。 

 

図 2：タイの港を出港する船舶数は、2025 年 5 月初旬をピークに減少傾向 

 
 輸出業者にとっては、2025 年 7 月 9 日の相互関税再開までに商品出荷可能な期間が 1 ヶ月を切る可能

性がある。ただし、90 日間の猶予期間終了後に適用される関税率についての明確な情報が得られない

場合、輸出業者の中には 2025 年 6 月の出荷を遅らせる可能性もある。 

o 米国がタイに対して競合国よりも高い関税を課す場合、2025年下半期のタイの輸出は急激に縮小す

る可能性がある。現在、タイは米国通商代表部（USTR）との貿易交渉において進展を見出せていな

い一方、ベトナム、マレーシア、インドネシアなどの地域諸国は既に交渉を開始している。カシコ

ンリサーチセンターは、この状況を踏まえ、タイの 2025 年通年輸出成長率予測を▲0.5％に維持し

ている。 
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